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研究成果の概要（和文）：本研究は、高齢化が進む住宅団地における新しい「コミュニティの仕組み」のあり方を模索
するための基礎研究である。その為に、子育てにおける問題の把握、子どもたちの屋外遊びの実態、高齢者の生活に対
する意識の傾向を様々な方法によって明らかにした。最も重要な調査として、対象地域である金沢シーサイドタウン(
横浜市金沢区並木)の連合自治会を通して、分譲集合住宅に住む1,802軒に対し「金沢区並木地区周辺市民のくらしに関
するアンケート調査」を実施し、664軒(36.8%)の回答を得た(調査1)。この結果より、同じ団地内でも地域に対する愛
着の違いや暮らしに対する意識の違いが顕在化された。

研究成果の概要（英文）：This study had been proposed to find a new way of system of community design on 
residential complex where the population is aging gradually. To do so, we tried to make problems of child 
care clear by a questionnaire for mothers. And we observe children's play on the street, then we have 
planed a final questionnaire to all families.
The final questionnaire to all families shows that the diversity of their senses to their residential 
area is affected their living location in the residential complex. To find another way of community 
design, we have to analyze the character of each area in their complex.

研究分野：社会科学
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１．研究開始当初の背景 
●多くの都市では少子高齢化に伴い、成長・発
展を常套句とする政策から人口の「縮退」を前提
に高齢者・子育て世代が安心して暮らせる、小さ
く賢く成長する政策への転換が迫られている(矢
作弘、「都市縮小の時代」、角川 one テーマ 21、
2009年)。このような社会・経済状況において、高
度経済成長期に多く建設された郊外の集合住宅
団地では、高齢化率が高まり、「孤独死」や「買い
物難民」が増加するなど多くの深刻な問題が顕
在化している(杉田聡「買い物難民 -もう一つの
高齢者問題-」、大月書店、2008年)。これらの多
くは、地域における住民同士の「結びつき」によ
って問題が緩和される可能性があるにも関わら 
ず、それを担う世代が育っていないため、行政の
金銭的な援助によるグループホームやケアホー
ムといった支援拠点の計画に依存せざるを得な
いのが現状である。 
●一方、「子育て支援」施策として、働きたい母
親に対する待機児童の問題や、母親の育児スト
レスといった多岐にわたる問題を親子の居場所
拠点整備に偏重する施策が一般化している。こ
のように行政側では、子育て支援と高齢者福祉
の施策は別のセクションで検討されているため、
お互いの施策が補完し合う関係になっていな
い。 
 
２．研究の目的 
●「子ども手当法」や多くの「子育て支援」対策
等、子どもの成育を取り巻く社会環境の劣化を
補修するための施策は、税収入が先細りしてゆ
く現代社会において持続可能であるとは言い難
い。今求められているのは、「少子高齢化」を根
底から見直すことで、金銭に頼らない社会構造
に再編集することである。そのためには子育て
支援、高齢者福祉、まちづくり等に関する施策を
再評価し、縦割り社会で関連性を失っている施
策を組み合わせ、活き活きとした地域社会を経
営することのできる新しい社会の仕組みを創り上
げることは重要な課題である。 
●そこで本研究では、「高齢者福祉」と「子育て
支援」「子どもの放課後」の施策連携を基礎とす
る自立した「まちづくり」の方策に関して、横浜市
金沢区をフィールドにそのあり方を探ることを目
的とする。自立した「まちづくり」システム構築の
ためには、「産官学協働」や「市民と行政の連携」
といった既に行われている施策の問題点を洗い
出し、異年齢層(多世代)の住民同士の関係づく
りを共通のプラットホーム上に叢生することで、新
しい地域社会構造を編集し、最終的には市民や
地元行政に提示することとする。 
●研究にあたっては、建築や都市といったハー
ド関連から、児童心理学やこども環境学、また保
健・医療・福祉・商業サービス・コミュニティビジネ
スといった生活ソフト関連まで、広く多面的に網
羅する必要がある。また行政からの資金援助に

頼らない自立したシステムを確立するため、地域
経営の視点も採り入れることにする。 
●この研究を通して、女性が「この街で子どもを
生んで育てたい」と思えるような街に変革するた
めの手法を確立すると同時に、少子高齢化の緩
和を図るための学術的知見を得る。 
 
３．研究の方法 
●本研究は、特定の地域における高齢者、子育
て世帯(母子)、小学生の様々な生活の実態を把
握し、 地域における新しい「コミュニティの仕組
み」を提案することを通して、幼児や子どもから高
齢者までが幸せに暮らせる「まちづくり」を目指す
(横浜市金沢区と協働)。  
●そのためには、都市のハード面である「都市構
造(調査1)」及び、ソフト面として「高齢者(調査2・
4)」、 「子育て(調査3・5)」、「小学生の放課後(調
査6)」の現状を把握することが必要となる。 
【調査 1】地域の住環境調査 
【調査 2】オーラルヒストリー調査  
【調査 3】子育て世帯の実態調査 
【調査 4】高齢者世帯の生活行動調査 
【調査 5】子育て支援体制構築のための人的リソ
ース把握のための実態調査 
【調査 6】子どもの遊び動態調査。 
 
４．研究成果 
●本研究は、高齢化が進む住宅団地における
新しい「コミュニティの仕組み」のあり方を模索す
るための基礎研究である。その為に、子育てに
おける問題の把握、子どもたちの屋外遊びの実
態、高齢者の生活に対する意識の傾向を様々
な方法によって明らかにした。 
●平成 24 年度は、対象地域である金沢シーサ
イドタウン(横浜市金沢区並木)の連合自治会を
通して、分譲集合住宅に住む 1,802 軒に対し
「金沢区並木地区周辺市民のくらしに関するア
ンケート調査」を実施し、664 軒(36.8%)の回答を
得た(調査 1)。この結果より、同じ団地内でも地
域に対する愛着の違いや暮らしに対する意識の
違いが顕在化された。老人会の協力を得て行っ
た「オーラルヒストリー調査」からは、地域の歴史
的な特徴を次世代に伝えることの重要性を認識
した(調査 2)。また保育園、小学校の母親に対し
て実施した「並木及びその周辺地域の子育て支
援に関するニーズ調査」からは、多くの母親が子
育てに対して悩みや不安を持っていることが分 
かった(調査 3)。さらに、小学生に対して行った
「子どもの居場所・遊び場調査」アンケートから
は、小学校によって公園等の使い方や移動距
離に大きな違いがあることが判明した(調査 6)。
●平成 25 年度は、前年度に実施した調査 1 を
賃貸集合住宅にその範囲を広げて、分譲との違
いを明らかにした。これらの結果から、当該団地
に居住する住民の大まかな生活意識を纏めるこ
とが可能となった。また調査 6 の延長として、小



学校の周辺における子どもの行動観察調査を
行うことで、アンケートによる定量的な結果に加
え、定量的な子どもの行動データが蓄積された。  
これら 2 年間の研究成果は、全住民に配布する
と共に、連合自治会において常時閲覧できるよ
うにした。また共同研究のパートナーである横浜
市立大学が、「地(知)の拠点整備事業(COC)」に
よって開設した地域拠点にも公開されている。 
●本報告書では、文字数の制約により、調査 1
について報告する。 
4.1研究背景 
 団地開発から40年以上たった今日では、様々
な問題が露見されてきている。例えば、団地居住
者の高齢化やエレベーター設置不備、若者世代
の転出、人口減少、空室率の増加などが起きて
いる。特に団地居住者の高齢化や若者世代の
転出に伴う人口減少は、現代日本が抱える少子
高齢化といった社会問題と酷似しており、団地は
日本がこれから迎える未来像と言える。当時、子
育て世代として団地へ入居してきた居住者も、子
育てを終えて退職し、新たな生活パターンで活
動している人も増えてきている。その一方で40年
という歳月に伴い入退居が行われ、世帯構成・ 
生活パターンも多様化・複雑化してきている。  
団地は計画背景上、地域コミュニティを一から構 
築する必要があるため成熟に時間が掛かる上、 
退居などによってコミュニティの崩壊も頻繁に起
きていると考えられ、地域との繋がりは希薄になり
がちである。また、コミュニティの次の担い手とな
る若年層は、子育てや仕事等で時間やお金の
余裕もないため、交流も難しいと考えられる。 
4.2.研究目的 
 本研究では,アンケート調査を活用して住民の 
意識の顕在化を行い、団地をモデルとして多様
化する居住者の属性を自治会ごとに明らかにす
る。各自治会居住者の意識、性質の違いを発見
することが本研究の目的である。各自治会のミク
ロなコミュニティデザインを模索、提案することで
血のつながり(家族、親族)ではない地域のつな
がり(地域家族)が強化されていくと考える。従来
にない新しい地域コミュニティデザインの在り方
を模索する基盤づくりが本研究の意義であると
捉える。 
4.3対象敷地 
4.3．1敷地概要 
 横浜市金沢区並木に位置する金沢シーサイド
タウンを対象敷地とする。鎌倉時代から、景勝地
として親しまれていた金沢区の海岸線も高度経
済成長期の急激な人口増加の影響を受けて、
埋立て造成が積極的に進められた。金沢沖の
埋立ては、都市部の強化（MM21 造成）、港北
ニュータウン建設（乱開発の防止）、高速道路の
建設（市街地と横浜都心部の連結）、高速鉄道
の整備、ベイブリッジの建設（港湾部と工場地帯
を繋ぐバイパス）の５つとともに横浜六大事業と
称され、都市部強化により移転される工場の受

け皿を担うとともに、近代的な工場団地を形成す
ることで市民生活空間の健全性を図った。当時、
埋立ては工場用地としての利用が一般的であっ
たが、金沢沖の埋立では、当初から工場隣接型
の住宅用地として職住近接した「都市再開発」
に位置づけられた。また住宅用地（金沢シーサ
イドタウン）も当時では珍しく建築家を迎え入れ
た、アーバンデザインされた住宅団地であった。 

 
 
4.3.2対象敷地の現状 
 金沢シーサイドタウンは富岡東2丁目の一部と 
並木1丁目,並木2丁目,並木3丁目からなる大規
模住宅団地である。世帯数9,787世帯、人口
22,578人のうち、男11,175人、女11,403人(平成 
25年現在)。金沢シーサイドタウンの自治会の歴
史は古く、昭和53年に埋立地住宅入居開始後
すぐに自治会が誕生し、翌年10月には「金沢シ
ーサイドタウン連合自治会(以下連合自治会)」を
設立している。この連合自治会には、並木1丁目
(一部富岡東2丁目) 13自治会、並木2丁目7自治
会、並木3丁目10自治会、計30の自治会が加盟
している。住民同士の繋がりや歴史・伝統が無い
まちを多くの住民が知恵を出して協力し、まちの
歴史を一から創ってきた。大きな行事は定着し、
現在では街の住民に親しまれている。 
 また、2013 年 4 月に連合自治会,金沢シーサ 
イドタウン地区社会福祉協議会,NPO 法人らしく 
並木の 3 団体を中心に『生涯住み続けられるま
ち』 をテーマに「これからの並木を創る会」が発
足された。今後、住民を主体に地域マネジメント
を行える 基盤ができつつある。 
4.4アンケート調査 
4.4.1実施主旨 
 アンケート調査によって共通意識のある居住者
を見つけ出し属性分けを行う。また、過去に分譲
住宅自治会で行ったアンケート調査 1)、2)及び、
今回の賃貸住宅への調査を抜本的に比較する
ことで、双方の街に対する意識や問題とする点
の違いなどを知り、エリアマネジメントの在り方を
考えるとともに、属性ごとの地域コミュニティデザ
インも考える。連合自治会、地区社協、らしく並
木、これからの並木を創る会の方々の協力のも
と、金沢シーサイドタウンの住民に「暮らしに関
するアンケート」を配布した。対象自治会は、並
木 1 丁目から 3 丁目までの賃貸住宅自治会 8
自治会を対象とし、自治会会員に対し実施し、



回答の呼びかけは世帯主とした。配布数 1611
票を配布した。集計・分析は Excel 及び SPSS で
行った。 
4.4.2アンケート回収結果 
 アンケート票は2013年9月1日(日)〜 
9月14日(土)に自治会に配布、2013年9月23日
(月)〜10月27日(日)に回収を行った。全 18 項
目(住まいについて、子育てについて、地域活動
についてなど)から住民の地域に対するイメージ
や生活意識の把握を図った。今回の調査の回収
数は463/1611票となり、回収率 28.74%となった。
地区別の回収率は、1丁目324/1130票(28.67 %)、
2丁目67/169票(39.64%)、3丁目72/112票
(23.08%)であった。 

 
 
4.4.3 分析結果 
4.4.3.1 回答者の属性 
 回答者の平均年齢は 65.04 歳、最頻年齢は 
60・65 歳となっており、回答年齢にやや偏りがあ
ったが、30 代〜50 代の働き盛りの層の回答も全
体の 30%弱ある。また男女比もほぼ同率となって
おり、バランスのとれた回収となっている。居住
歴では、入居 0 年から竣工当時から入居してい
る住民まで幅広い回答を得ることができた。この
結果から、賃貸住宅居住者のニーズや潜在的
意識を抽出する。 
 
 
 

 
 
4.4.3.2 地域活動 
(1)地域活動の参加地域活動の参加について質
問したところ、回答者の58.75%が地域活動に「参
加していない」と回答している。今回アンケートの
配布は、自治会会員の住戸へ配布していること
から100%参加しているはずであるが、結果は半
数以上が参加していないと答えた。また地域活
動に参加している住民に参加している地域活動
を質問すると、70%以上が「自治会」と回答してお
り、次に「老人クラブ(27.7%)」であった。賃貸の住
民は自治会活動を地域活動と感じていない人が
いることがわかる。また、地域活動に参加してい
ると回答した人は、ほとんどが自治会活動で、 
年代を超えて交流していることがないようだ。 
(2)地域活動への参加意欲 賃貸住宅居住者に
おいて、地域活動に積極的なのは54.52%であっ
た。そのなかの約半数は、「今はできないが今後
参加したい」と答えた。回答者の 45.48%は地域
活動に消極的で、26.24%は参加意欲はあるが現
在は何らかの理由で参加できない。結果的に参
加意欲のある住民は 3 割に満たない結果となっ
た。 

 
 
 
4.4.4 因子分析による属性の抽出 
(1)共通因子の抽出 2)と今回実施したアンケー
トを統合(1)は質問項目の違いにより除外し、 因



子分析を行ったところ金沢シーサイドタウンの居
住者には 6 つの潜在因子があることがわかった。
住民の地域に対する愛着や生活に満足してい
るかを表す第 1 因子『地域に対する愛着・満足
度』。第 2 因子は、老後やお金、健康への不安
を表す『生活への不安・不満』因子。第 3 因子は、
栄養のバランスや睡眠時間、日頃の運動等の
『健康』に関する因子。第 4因子は、建物の老朽
化や修繕と言った『建物に対する不安・不満』の
因子。人脈づくりやイベントへの参加意欲、自身
の持っている知識・技術の伝承を表す第 5 因子
『近隣住民・地域との関与』。 最後に荷物運び
が辛いことや店が遠いこと、商店街の活気不足
と言った『地域絵の不満』が第 6 因子として抽出
された。 

 
 
(2)因子に対する自治会ごとに比較抽出された 
因子を利用し、自治会ごとの傾向を比較・分析し
たところ、第1因子と第2因子に関して賃貸住宅と 
分譲住宅の双方間に見られる傾向の違いがわか
った。第1因子は、自治会の居住形態(分譲か賃
貸か)によって愛着・満足度が異なり、分譲住宅
は第1因子に対する得点が高く、賃貸住宅は低
かった。次に第2因子では、生活への不安・不満
が賃貸住宅のポイントが高い傾向だが分譲住宅
はマイナス得点となっている。その他、第3〜第6
因子に関しては居住形態による相関性は見らめ
なかった。 
(3)各属性の地域マネジメント賃貸住宅エリアで
は、愛着・満足度が低い傾向にあり、生活への
不安や不満を抱える住民が多いと予想できるの
で、居住者のサポート的な活動を通して生活の
不安等を吐き出せるシステムを構築し、地域コミ
ュニティを育て、愛着・満足度を高めていく必要
があると考える。分譲住宅エリアは第1因子に関
して満足している住民が多いので現状を維持・
向上させるための活動が必要だろう。また、第 2

因子から、生活は安定していると考えられるので
生活サポートのような地域活動ではなく、もう少
し娯楽に則した活動を展開していくと更なる地域
コミュニティ活性化に繋がる。 

 
 
4.5 結論 
 アンケート調査から、賃貸住宅と分譲住宅居住 
者の地域に対する意識の違いや、年齢、居住歴
等による住民性の違いが明らかとなった。住民に
とって最も身近な地域コミュニティである自治会
ごとで、住民の性質が異なっていることが顕在化
され、今後、各自治会に沿った自治会運営が可
能になると考える。これから更なる少子高齢化を
迎える団地において、居住を持続させる為には
コミュニティの活性化は必要不可欠であり、早急
な対応が必要である。また、高齢化とともに居住
者の意識・活動も一層消極的になっていくことが
容易に想像でき、今が持続可能なコミュニティを
創る最後のチャンスと言っても過言ではない。問
題が起きてから対応するというのは、応急措置に
過ぎず、すぐに新たな問題が発生しかねない。 
幸運なことに金沢シーサイドタウンは、それらを
住民自ら気付き、まちを一から考えていこうと「こ
れからの並木を創る会」を組織している。今、金
沢シーサイドタウンに求められていることは先を 
見据えて先手を打つことであると考える。 
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